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摂津市 
  



＜目的＞ 

 摂津市が定めた運営方針等をふまえ、効果的、効率的に業務がなされているか

について、適切に評価し、その結果を活かしてより良い運営や活動に向けた取組

の充実を図るとともに、不十分な点については改善に向けた取組を行っていく

ことを目的としています。 

 

＜項目＞ 

 「摂津市地域包括支援センターの運営の実施に係る方針」および「摂津市地域

包括支援センター業務委託仕様書」に基づき、評価項目を設定しています。 

 

＜基準＞ 

次の 4段階で評価します。 

「4」…指標以上に業務を実施できた。 

「3」…指標通りに業務を実施できた。 

「2」…業務を実施したが指標には至らなかった。 

「1」…業務を実施できなかった。 

 

＜手順＞ 

①地域包括支援センターが「摂津市地域包括支援センター評価表」を用いて職員

全員で検討し自己評価を行い、市へ提出します。 

②自己評価に基づくヒアリングを市が行います。 

③ヒアリングをふまえ、市が「摂津市地域包括支援センター評価表」を用いて評

価します。 

④評価結果について、摂津市地域包括支援センター運営協議会が承認します。 

⑤承認された評価結果を、市がホームページ等で公表します。 

 

＜期間＞ 

 令和 6年度（令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日まで） 

 

＜時期＞ 

 令和 7年 4月 



●「令和６年度摂津市地域包括支援センターの運営の実施に係る方針」に基づくもの●

自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

1 地域包括ケアシステム
の構築

・センターは地域包括ケアシステム
の実現に向けた中核的な機関である
ことを、全職員が理解している。
・地域包括支援センターの周知活動
に努めている。
[各地区の民生児童委員定例会：各地
区それぞれ年1回以上]
[自治会、老人クラブ、各高齢者通い
の場（委託型つどい場、補助型つど
い場、街かどデイハウス、サロン・
リハサロン）などへの周知活動：機
会をとらえて実施] 3

・包括ミーティング等を通じて職員全員が
包括的支援事業の中核的な機関であること
を理解し、周知活動に取り組んだ。
・市広報紙、社協ホームページ、YouTube
による周知等に取り組んだ。
・関係機関と連携し、南別府団地での出張
相談会を2回実施した。

[各地区の民生児童委員定例会：
各地区それぞれ年2回]
[自治会、老人クラブ、つどい場、サロン
等14か所に出向き介護予防の啓発をすると
ともに、地域包括支援センターのリーフ
レットを配り周知活動に努めた。]

＜課題＞
・地域包括支援センターの認知度向上に
伴い、相談件数が増加しているが、セン
ターが関与することで、初めて介護保険
等の各種制度の活用に至る事例もあり、
引き続き、必要な人へ必要な情報が行き
届くようにする必要がある。

＜今後の取組＞
・引き続き、リーフレットの配架や社会
福祉協議会ホームページ、広報せっつを
活用し、周知活動を実施する。
・引き続き、センターの情報が広がるよ
う、各団体に出向き、情報発信するとと
もに必要な人に情報伝達が出来るよう働
きかける。
・令和7年度より社協ニュースを自治会配
布から全戸配布にし、積極的に情報発信
していく。

4

○設定する評価指標以上に業務を実施で
きている。
・地域包括ケアの中核的な役割をミー
ティング等を通じて全職員が理解できる
よう努めていた。
・毎月、センターの取組等を市広報紙に
掲載するほか、動画の活用や、市と連携
しながら多様な媒体を通じた周知に取り
組む等、積極的な情報発信ができてい
た。
・地域包括支援センターの周知につい
て、地域からの出前講座等の要請に応
じ、機会を捉えた活動のほか、民生児童
委員定例会や老人クラブ地区長会への訪
問に留まらず、他機関と協力した出張相
談会を実施するなど、積極的な地域訪問
ができていた。
・市としても、必要な人に情報が届くよ
う、地域住民や支援者に福祉サービスや
介護保険制度について、出前講座や各種
イベント・会議等を通じて、情報発信す
る必要がある。

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

2 地域ごとのニーズに応
じて重点的に行うべき
業務

・高齢者が集まる場に積極的に足を
運び、実態把握を行っている。
・地域ごとのニーズについて、セン
ター内で情報共有を図り、検討を
行っている。
　[地域ニーズにかかる地域包括支援
センター内ミーティング：月1回以
上]

3

・高齢者が集まる場に出向き介護予防や介
護保険、消費者被害防止に関する説明を行
い、高齢者の支援の実態把握に努めた。
・地域ごとのニーズについて毎朝、行う
チームミーティングにて情報共有を図り、
事例に応じてチームでの検討を行った。
・高齢者の支援の実態把握として、全体の
数値分析では見えにくい傾向や地域特有の
ケースを見逃さないため、毎朝のチーム
ミーティングを活用し、下記取り組みを実
施
①職員が前日までに対応中のケースを簡潔
に報告
②同じ地域で同様のケースが連続して発生
した際は「傾向」として共有
③対応方法についての意見交換・協議を行
い、職員間で認識を統一
④必要に応じて支援方針の見直しや地域連
携の強化を図る。
事例：以北地域で近隣市の銭湯閉鎖に伴
い、入浴が困難となる課題に対し、対応の
検討等を行った。
以南地域でリハビリ特化型デイサービス事
業所等の不足を検討した。

[地域ニーズにかかる地域包括支援セン
ター内ミーティング：月1回]

＜今後の取組＞
・引き続き、高齢者の集まる場所へ出向
き、実態把握に努める。
・令和6年度に実施できなかった社会福祉
協議会内で安威川以北地域課題整理会議
を開催し、地域ごとの課題について共有
を図る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・つどい場や民生児童委員定例会等、積
極的に高齢者が集まる場へ訪問し、実態
把握を行うことができていた。
・チームミーティングを通じ、地域での
必要な支援の傾向を把握し、対応策につ
いて検討していた。
・市と協議しながら、日常生活圏域ニー
ズ調査の結果や総合相談の記録を活用
し、地域ニーズの分析を行うことができ
ていた。引き続き、地域のニーズを適切
に把握・検討できるよう、市としても保
有する地域特性の情報提供や分析手法の
検討等の支援を行う。

3 ライフサポーター、コ
ミュニティソーシャル
ワーカー、その他社会
福祉協議会地域福祉課
職員との連携

ライフサポーター、コミュニティ
ソーシャルワーカー、その他社会福
祉協議会地域福祉課職員と連携し、
高齢者の支援、実態把握、地域課題
の把握を行っている。
[社会福祉協議会地域福祉課とのミー
ティング：適宜実施] 3

・随時、社会福祉協議会地域福祉課コミュ
ニティソーシャルワーカーやライフサポー
ターと連携を図り、支援を拒否する高齢者
や課題を抱えている高齢者、同居家族への
対応を行った。
・年間を通した集計データでは把握が難し
い一過性の課題や地域特有のケースの記録
はしていないが、今年度は、各地域の地域
ケア会議全体会議の前に地域課題を各校区
で検討し記録している。

[社会福祉協議会地域福祉課とのミーティ
ング：月１回]

<今後の取組>
・昨年度実施できなかった社会福祉協議
会内で安威川以北地域課題整理会議を開
催し地域ごとの課題について共有を図
る。
・要援護者台帳の活用など、災害時のみ
ならず平常時の運用について高齢介護課
に限らず、行政関係各課と連携し、見守
り活動や支援体制の構築につなげる。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・月１回社会福祉協議会のミーティング
を行い、コミュニティソーシャルワー
カー、ライフサポーターと情報共有が行
えており、連携できるよう取り組めてい
る。
・平常時における見守り体制強化につな
げるためにも高齢介護課として、ライフ
サポーター、地域包括支援センター、要
援護者台帳所管課が円滑に連携できる仕
組みづくりを進める必要がある。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

4 介護事業者・医療機
関・民生委員・ボラン
ティア等の関係者との
ネットワーク(地域社
会との連携及び専門職
との連携)構築

・地域ケア会議、認知症支援プロ
ジェクトチーム会議、在宅医療・介
護連携推進のための多職種連携研修
会、暮らしの応援協議会（協議体）
等の機会を活用し、地域社会や専門
職と共通認識を持つことに努めてい
る。 3

・地域ケア会議の個別ケース会議4回、全
体会議5回（内、第二、第五中学校区は合
同で開催）、認知症プロジェクトチーム会
議6回、在宅医療・介護連携推進のための
多職種連携研修会1回等の機会を活用し、
地域社会や専門職との共通認識を持つこと
に努めた。
・令和6年度、暮らしの応援協議会の開催
は無かった。

＜今後の取組＞
・引き続き、地域に出向き、情報発信や
ネットワークの強化、拡大を図る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・地域ケア会議個別ケース会議や全体会
議を通じた地域の支援者や関係機関との
課題共有に取り組むほか、介護や医療の
関係者が参加する会議等を通じ、専門職
間の連携に関する課題や認識について把
握するよう努めていた。
・市としても、暮らしの応援協議会につ
いて関係者等との調整を行い、再開に向
けた取組を進めるなど、センターが地域
関係活動団体等へ情報発信できる機会を
つくる必要がある。

5 介護予防ケアマネジメ
ント

・介護予防・日常生活支援総合事業
における介護予防ケアマネジメント
において、本人の持つ能力・興味・
関心を引き出し、本人が自立的に取
り組めるように努めている。
・現行相当サービスのみならず、訪
問型サービスＡ、訪問型サービス
Ｄ、通所型サービスC、一般介護予防
サービスの活用を図っている。
[訪問Ａの活用件数：実数で年12件以
上]
[訪問Ｄの活用件数：実数で年12件以
上]
[通所Ｃの活用件数：実数で年30件以
上]
[保健センター職員によるケアプラン
作成に対する技術的助言の活用件
数：すべての職員(※)が年1件以上]
※ただし、センター長、事務職兼介
護支援専門員、週の勤務時間が7.5時
間に満たない短時間雇用職員を除
く。
[高齢者通いの場（委託型つどい場、
補助型つどい場、街かどデイハウ
ス）の活用件数]
[生活支援有償ボランティア「よりそ
いクラブ」の活用件数]

3

・介護予防、日常生活総合事業における介
護予防ケアマネジメントにおいて摂津市の
ケアマネジメント基本方針のもと、本人の
自立支援を意識し取り組んだ。
・現行相当のサービスのみならず、訪問型
サービスA、訪問型サービスD、通所型サー
ビスC、一般介護予防サービスの活用を積
極的に行った。
・包括から生活支援有償ボランティア「よ
りそいクラブ」への依頼件数9件うち、対
応が難しい内容を除き、受任件数は6件で
あった。
・保健センター職員によるケアプラン作成
に対する技術的助言に対しては、利用者の
拒否や住宅改修事前訪問にて保健センター
職員より助言を受けていたために改めて助
言を求める機会がなかったことによりすべ
ての職員の活用に至らなかった。

[訪問Ａの活用件数：実数で年22件]
[訪問Ｄの活用件数：実数で年41件]
[通所Ｃの活用件数：実数で年110件]
[高齢者通いの場（委託型つどい場、補助
型つどい場、街かどデイハウス）の活用件
数：実数で年14件]
[保健センター職員によるケアプラン作成
に対する技術的助言の活用件数：実数で年
27件]
[生活支援有償ボランティア「よりそいク
ラブ」活用件数　6件]

＜課題＞
・訪問Aに関しては、事業所の人員不足に
より対応調整ができないことがあった。

＜今後の取組＞
・可能な範囲で訪問型サービスAの活用を
行い、訪問型サービスD、通所型サービス
Cに関しては積極的活用を継続する。
・全職員が保健センター職員によるケア
プラン作成に対する助言を全職員が活用
できるよう意識する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・市・保健センター・地域包括支援セン
ターの3者で行う介護予防会議におい
て、通所型サービスCの利用促進や通い
の場等の介護予防に関する取組について
検討し、本人が自主的に取り組めるよう
努めていた。
・ケアプラン作成に対する技術的助言に
ついて、全職員で活用には至らなかった
ものの、総合事業等の多様な社会資源を
積極的に活用することができていた。
・訪問型サービスAについて、円滑に
サービス調整できるよう、市としても、
従事者の不足地域で従事者を確保できる
よう、従事者養成研修の開催場所を工夫
するほか、センターやサービス提供者と
サービス調整等の課題について協議する
必要がある。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

6 介護支援専門員に対す
る支援・指導

・介護支援専門員個々人の自主性を
尊重し、介護支援専門員個々人の気
づきを促している。
・積極的に介護支援専門員への情報
提供を行うとともに、ケアプラン作
成指導等を通じたケアマネジメント
支援・指導を行っている。
[ケアマネジメント支援・指導の件
数]
・介護支援専門員からの困難事例の
相談に対して具体的な助言を行って
いる。
[困難事例相談の対応件数]
・指定居宅介護予防支援事業者が適
切・有効な介護予防支援の実施をす
るための助言を行っている。

3

・介護支援専門員からの相談に対し、経過
を確認しつつ、対応を行った。
・予防プランにおいてインフォーマルサー
ビスの導入や自立支援に向けた気づきを意
識し評価のコメント記載している。
・困難事例等について3専門職で検討し
た。担当の介護支援専門員、センター等と
役割分担を行い、担当介護支援専門員と一
緒に支援を行った。
・少人数介護予防ケアプラン研修会でケア
プラン未反映の課題や強みを整理し、助言
した。
・主任介護支援専門員対象研修会では精神
科病院の医師、相談員や茨木保健所担当職
員より対応方法や入院相談等の情報提供を
行った。

[ケアマネジメント支援・指導の件数1,166
件]
・一部委託の調整の連絡が一番多く、担当
の介護支援専門員の交代や介護サービスの
調整、困難事例の情報共有、虐待、成年後
見の相談対応を行った。

[困難事例相談の対応件数　61件]
・サービス拒否や医療ニーズの高い相談に
対し、3専門職で検討。居宅介護支援事業
所の介護支援専門員と連携し、対応を行っ
た。
・要支援から事業対象者に移行した利用者
を指定介護予防支援事業所と連携し対応を
行った。

＜課題＞
・介護支援専門員が相談に来所した時に
センター職員が相談対応やケアプラン作
成等で不在となることが多いため、介護
支援専門員と直接話す機会が減ってい
る。

＜今後の取組＞
・研修会等を通し介護支援専門員のスキ
ルアップや主任介護支援専門員の指導力
向上が出来るよう情報提供方法を広げ
る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・介護支援専門員からの相談に対し、経
過を確認しながら、丁寧に対応できてい
る。
・評価のコメントを活用し、ケアマネジ
メント支援を行うとともに、研修会を開
催するなど、介護支援専門員が実践でき
る情報提供を行えている。
・困難事例においても、3専門職で事例
検討を行い、指定居宅介護予防支援事業
所を含め、介護支援専門員と連携しなが
ら対応できていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

7 地域ケア会議の運営 ・個別ケース会議を随時開催し、個
別事例の課題を解決し、フォロー
アップを行っている。
　[個別ケース会議を活用した対応件
数：年15件以上]
・ケアマネジャー部会において、個
別ケース会議の趣旨・目的を説明し
ている。
・個別ケースの検討のみならず、そ
の背景に存在する地域課題の把握を
行うという視点を持っている。
・市が開催するケアマネジメント支
援会議に参画している。

2

・個別ケース会議の開催促進を目的として
ケアマネ部会においてチラシを配布し、開
催の呼掛けを実施した。
・個別ケース会議開催の前に緊急対応を要
した事例や関係機関との連携対応が優先さ
れ、個別ケース会議の開催に至らなかった
事例が見られた。
・緊急性に応じて個別ケース会議の開催を
行った。
・個別会議の開催後、担当の介護支援専門
員への経過確認や民生委員との連携にて状
況を把握した。
・ケアマネジメント支援会議の開催はな
かった。

[個別ケース会議を活用した対応件数：年4
件]

＜課題＞
・介護支援専門員からの事例提供がされ
るよう引き続き、働きかけが必要。

＜今後の取組＞
・センターが把握している事例で個別
ケース会議の必要がある事例に関して介
護支援専門員に声掛けを意識する。

3

○設定する評価指標の開催回数には満た
なかったものの、一定達成水準にあると
評価する。
・関係機関との連携や問題解決に向けた
話し合いにより、個別課題への対応が行
えており、緊急性に応じ、適時、個別
ケース会議の開催につなげることができ
ていた。
・地域課題の把握については、分析手法
など市と協議し、日常生活圏域ニーズ調
査の結果や総合相談の記録を活用し、地
域課題の把握を行うことができていた。

・個別ケース会議の実施状況や、そ
の他の内容を通じて把握した地域課
題を各中学校区の地域ケア会議で共
有し、地域での課題解決に向けた検
討につなげている。
・さまざまな関係者が意見を述べる
ことができるように努めている。
[中学校区全体会議：各校区年1回以
上]
・決定事項を構成員が共有する仕組
みを講じている。

3

・参加者全員が意見を述べられるよう会議
の運営を行った。
・かがやきプラン日常生活圏域ニーズ調査
や包括に寄せられる相談の中で生活上の課
題について各中学校区で意見交換を行っ
た。
・決定事項等は要点を整理した上で書面等
により共有する仕組みを講じている。

[中学校区全体会議：各校区年1回、2中、5
中は合同開催]

＜課題＞
・開催当初と比較し参加者が減少してい
る。
・課題が短期間で解決できるものではな
いため、長期的な支援での対応が必要で
ある。市と課題や方向性を共有し取り組
む必要がある。

＜今後の取組＞
・引き続き、地域ケア会議の参加者へ会
議の目的・意義について説明を行うとと
もに、ワークシートを活用し地域課題や
地域づくりについて理解を促すよう努め
る。
・引き続き、地域課題に対し、分析手法
や効果的な会議運営の検討を市と連携し
取り組む。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・参加者全員の発言を促すための声掛け
など、多様な意見を引き出すことにつな
げていた。地域課題については、要点整
理が容易となるよう、シートの活用な
ど、円滑な会議進行ができていた。

8 市との連携 ・地域包括支援センター連絡会を通
じて、市と意見交換を行い、連携を
図っている。また連絡会以外でも、
必要に応じて適宜、市へ報告、連
絡、相談を行い、連携を密に図って
いる。

3

月１回地域包括支援センター連絡会に参加
し、市との意見交換、連携を図った。ま
た、必要時は適宜、市へ連絡、相談、情報
共有等を行った。

＜今後の取組＞
・引き続き、連携を密に図る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・月１回の地域包括支援センター連絡会
のほか、必要に応じて適宜、市に報告、
連絡、相談を行うことができていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

9 公正・中立性の確保 ・センターは公正・中立でなければ
ならないことを全職員が理解してい
る。
・サービスが特定の事業者に偏らな
いよう配慮している。
　[訪問介護および通所介護のサービ
ス事業者占有率が50％未満]
・センター職員以外が事務所内に入
らないようにしている。

3

・全職員がセンターは公正・中立でなけれ
ばならないことを理解している。
・利用するサービス事業者が偏らない様に
配慮している。

[訪問介護および通所介護のサービス事業
者占有率が50％未満]
・最も高い占有率：訪問介護 16.75%　通
所介護　15.28％
・事務所の入り口にセンター以外の職員が
立ち入らないよう、看板を掲示し進入を未
然に防いでいる。

＜今後の取組＞
・引き続き、包括ミーティング等を活用
し、公正・中立でなければならないこと
を全職員に共有し、理解したうえで業務
に取り組む。
・引き続き、センター以外の職員が事務
所に入らないように注意する。 3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・最も高い事業者占有率について、基準
を満たしており、サービスが特定の事業
者に偏らないよう配慮できていた。
・ミーティング等を通じ、全職員に対
し、地域包括支援センターが公正・中立
である必要性について理解を促している
ほか、事務所の入口に、部外者の入室を
防止する看板の設置を確認した。

10 緊急時の体制整備 ・夜間・休日の連絡体制を整備して
いる。

3

・センターのリーフレットや社会福祉協議
会ホームページ等に夜間や休日の連絡先と
して市の連絡先を記載した。また緊急連絡
網の作成も行った。
・緊急時は①緊急当番職員②センター長③
総括主査が対応を行った。

＜今後の取組＞
・社会福祉協議会の体制上、可能な対応
を継続する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・市とセンター間で緊急連絡網を共有す
ることにより、夜間・休日であっても、
緊急時には市宿直を通じ、対応できる体
制が整備されている。また、休日におけ
るケース対応において、市とセンターの
緊急連絡体制に基づき、迅速に対応がで
きていた。

6 / 19 ページ



自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

●「令和６年度摂津市地域包括支援センター業務委託仕様書」に基づくもの●
包括的支援事業

①介護予防ケアマネジメント業務（第一号介護予防支援事業）

介護予防ケアマネジメ
ント

上記の「5．介護予防ケアマネジメン
ト」に記載。 ― ― ― ― ―

②総合相談支援業務

1)様々な関係者との
ネットワークの構築

・民生児童委員、高齢者の日常生活
支援に関するボランティア、介護
サービス事業者、医療機関等の地域
における様々な関係者とのネット
ワークを構築している。

3

・社会福祉協議会内ライフサポーター、コ
ミュニティソーシャルワーカー、生活支援
コーディネーターを始め、介護保険事業者
連絡会、医療関係者と連携構築を継続して
行っている。
・居住支援協議会に2回、消費生活確保地
域協議会に2回、書面開催1回参加。
・重層的な課題解決のため、実務者会議に
参加し意見交換を行った。
・摂津フレイルネット予防ネット対象者8
名にアプローチを行った。

＜課題＞
重層的な課題が多くなっており、様々な
機関とのネットワークの構築が必要であ
る。

＜今後の取組＞
・引き続き重層的支援体制整備会議等に
参加し、ネットワークを広げる。
・フレイル予防ネットの対象者に対し、
支援を継続する。
・民生児童委員と地域の介護支援専門員
との連携の強化を図る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・医療介護連携推進事業や社会福祉協議
会内での会議等、様々な会議へ参画して
おり、関係者間での連携を円滑に進める
ことができている。
・「今後の取組」の通り、民生児童委員
等の地域関係者のネットワークづくりは
重要であり、地域における顔の見える関
係づくりの促進に引き続き、取り組んで
いただきたい。

2)高齢者世帯の実態把
握

・地域から孤立している高齢者世帯
や重層的な課題を抱えている高齢者
世帯等の実態を把握している。
[潜在する問題を抱える高齢者の実態
把握件数]

3

・医療機関、福祉関係者、地域住民等から
の相談により、重層的な課題の把握を行っ
ている。
・重層的な課題を抱えている高齢者に対し
必要に応じてコミュニティソーシャルワー
カー、ライフサポーターと協力し対応を
行った。
・令和5年度と比較し、医療的ケアの重要
度が高くなっているように思われる。子供
が障害を抱えており、障害福祉サービスと
の連携が必要なケースが多い。独居、身寄
りの無い高齢者が増加している。

[問題が潜在する高齢者の把握件数　　　4
件]
・対応例：介護保険認定切れの認知症状が
ある高齢者と息子との二人暮らし。息子が
本人を介護していたが、緊急入院となっ
た。自宅内、不衛生な状況で本人がひとり
で生活をするのは困難と判断。コミュニ
ティソーシャルワーカーと連携し、遠方の
娘との連絡やショートステイの利用調整を
行った。

＜課題＞
・多問題の解決や支援を拒否される高齢
者、家族の件数が増加している。訪問を
重ね信頼関係を築くよう対応を行ってい
るが、支援につながるには期間を要す
る。
多問題を抱える高齢者や支援を拒否する
高齢者及び家族が増加している。

＜今後の取組＞
各関係機関と連携を強化し、情報共有を
行いながら支援体制を構築する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・日頃より、医療関係、福祉関係者、民
生委員等との連携ネットワークの中で、
地域から孤立したり、支援につながって
いない高齢者世帯の実態を把握し、対応
にあたっていた。
・特に、重層的な課題を抱えている高齢
者については、社会福祉協議会内のコ
ミュニティソーシャルワーカー、ライフ
サポーター等との密な連携のもと対応に
あたっていた。
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評価理由 課題と今後の取組
市
評価
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評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

3)初期段階の相談対応 ・速やかに相談に対応し、信頼関係
の構築に努めている。
・いつでも緊急性の判断を行えるよ
う、チェックリスト等を活用すると
ともに、専門性をふまえた対応を
行っている。
・緊急性が高いと判断した際に、速
やかに訪問するなど適切な対応がで
きている。
[緊急性が高いと判断し、訪問を行っ
た件数]
・相談内容に即したサービスや制度
に関する情報提供、関係機関の紹介
を行っている。 4

・本人、家族に寄り添うよう心掛けながら
相談対応を行った。
・体調や病状変化による早急な対応が必要
な場合や深刻な権利侵害等、緊急性が高い
相談には速やかに対応した。
・相談の内容に応じてサービスの調整や情
報提供、関係機関の紹介を行った。

　[緊急性が高いと判断し、訪問を行った
件数　24件]
対応例：ライフサポーターより、75歳到達
者で民生児童委員からも心配な人がいると
相談を受けていた。糖尿病の治療を中断し
ており、室内はゴミが散乱。ライフサポー
ター、コニュニティソーシャルワーカーと
連携を図り、通院していた病院に状況を確
認。市内のかかりつけ医に往診を依頼し、
介護保険につなげた。往診後は血糖値も安
定。その後、地域ケア会議を開催し、支援
者間で情報の共有を図り、経過を見守っ
た。

・令和5年度と比較し医療拒否、また医療
ニーズの高い緊急対応事例に対し多くの対
応を行った。

＜課題＞
年々、緊急性が高いと判断する対応件数
が増えている。

＜今後の取組＞
毎朝行う圏域ごとのミーティングにて、
緊急性が高いと考えられる対象者につい
て情報共有し、全職員が緊急時の対応が
できるようにする。

4

○設定する評価指標以上に業務ができて
いる
・本人、家族に寄り添いながら相談対応
を行っており、信頼関係の構築に努めて
いた。
・体調不良により医療受診や救急要請が
必要と思われるケースにおいて、迅速な
訪問や訪問時の状況を踏まえながら適切
な判断のもと、対応していた。特に、救
急要請を拒む高齢者に対し、専門性に基
づいた状況説明及び説得を通じて、受診
につなげていた。
・必要に応じて、地域ケア会議の実施や
サービスや制度に関する情報提供などの
対応にあたっていた。
・緊急性が高いケースが増加する中、関
係機関と密に連携しながら迅速に対応に
あたっていた。

4)継続的・専門的な相
談支援

・策定した支援方針を記録に残し、
それに基づいた支援を行っている。
・個別の支援に関する悩みや困って
いることについて、常時3専門職が
チームとして話し合う機会を設けて
いる。
・適宜情報収集し、支援効果の有無
を確認している。

3

・毎朝行うチームミーティングにおいて検
討、支援の経過の確認や報告を行った。各
ケースの状況に応じて、迅速に3専門職が
連携し、必要に応じて柔軟に話し合う機会
を設けた。これにより、ケースごとの対応
が職員によってばらつくことなく、ある程
度の一貫性が保たれた。また、支援の見直
しもスムーズに行えた。

＜課題＞
・相談件数、予防プラン作成希望の増加
によりチームミーティング以外で困難事
例等を個別に検討する時間に制約が出て
いる。

＜今後の取組＞
・月１回行う包括ミーティング後に以
北、以南チームに分かれてのミーティン
グ時間を確保し、困難事例や潜在的課題
がある事例の共有、支援方針等の検討を
行う。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
ミーティングを活用し、3専門職種が
チームとして話し合う機会を設け、職種
間で共有した上で、事例に応じて、特定
の職種もしくは複数の職種で対応にあ
たっていた。またその進捗も共有し、支
援の成果に対するフォローアップや見直
しも行っていた。
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市
評価
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評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

③権利擁護業務

1)高齢者虐待への対応 ・全職員が高齢者虐待防止法を理解
し、説明することができる。
・チームで役割分担を行っている。
・本人だけでなく養護者への支援も
行っている。
・市と連携し、高齢者虐待防止の早
期発見につなげる啓発活動を行って
いる。

3

・社会福祉協議会内で高齢者虐待を含む権
利擁護について内部研修を実施した。
・内部研修では高齢者虐待に関する聞き取
りシートを活用し、虐待相談受付時の対応
方法について周知及び理解を図った。
・月に1度、社会福祉士間でケースの情報
共有及び振り返りを行い、各ケースの今後
の方向性に応じ、柔軟に役割分担を行い、
対応した。
・対応中の高齢者について安威川以南、以
北の各チームで都度情報共有し、主担当が
不在でも迅速に対応できる体制を整えた。
・養護者の介護負担や環境、心身の不調合
わせて課題となる要因を改善できるよう、
介護サービスの提案や医療機関と連携しな
がら取組を進めた。
・虐待リスクが高い事例に対しては頻繁に
介護支援専門員等の関係者と情報共有を図
り、早期発見に努めた。
・高齢者虐待防止のチラシを地区民協や出
前講座で配布した。
・市主催の高齢者権利擁護研修に参画し、
啓発活動に取り組んだ。

＜課題＞
・虐待相談の受付や対応方法について全
職員のスキルアップを図る機会が少な
い。
・市民や介護支援専門員等の高齢者虐待
に対する更なる意識の向上が必要。

＜今後の取組＞
・センター職員が、確認項目を聞き取
り、事実確認が行えるように聞き取り
シートの活用を促す。
・事例検討または振り返りを通して対応
方法や知識を学び、スキルアップに繋げ
る。
・3専門職種の強みを生かし、状況に応じ
て社会福祉士と他の専門職が訪問するよ
う調整する。
・高齢者虐待防止について、チラシ配布
や出前講座等を行い、市民や介護支援専
門員等の関係機関に周知する。

4

○設定する評価指標以上に業務を実施で
きている。
・社会福祉士間でのケースの情報共有や
方向性についての処遇検討、対応後の振
返りなど、同職種内でしっかりと共有・
協議を行った上で、迅速に対応にあたっ
ていた。
・社会福祉士間のみではなく、事例に応
じて3専門職種で介入方法を検討し、必
要に応じて医療職との同行訪問や対応後
のフォローのための主任介護支援専門員
への引継ぎ等、他職種とも連携して対応
にあたっていた。
・虐待事例や困難事例において、養護者
の状況に応じて養護者支援を行いなが
ら、高齢者に必要な介護サービスへのつ
なぎや医療機関との連携などを丁寧に
行っていた。
・特に、虐待リスクが高いケースに対し
ては、日頃より介護支援専門員と密に連
携をとり、虐待の早期発見に努めてい
た。
・出前講座や地区民協でのチラシ配付、
市主催の高齢者権利擁護研修への参画、
虐待防止月間のパネル展示等、市と連携
し、啓発活動を行っていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

2)成年後見制度の活用
促進

・全職員が成年後見制度を理解し、
説明することができる。
・適切に相談に対応し、申立を支援
をしている。
[成年後見申立の支援件数]
・市と連携し、地域の高齢者や関係
機関に成年後見制度に関する啓発活
動を行っている。

3

・社会福祉協議会内で成年後見制度をはじ
めとした権利擁護に係る内部研修を実施し
た。
・市民や支援者からの成年後見制度につい
ての相談に対応し、申立の支援を行った。

[成年後見申立て相談件数28件、申立て支
援件数　5件]
・成年後見制度のチラシを出前講座で配布
した。
・成年後見制度に関する動画を作成し、配
信した。

＜課題＞
・成年後見制度の利用が必要な方でも申
立て費用の負担が大きく、費用の捻出に
時間がかかり、申立てまでに時間を要す
る。
・銀行からの案内や周囲の負担軽減の方
法として家族等からの相談はあるが、制
度の正しい理解が進んでいない。

＜今後の取組＞
・関係機関と連携を図りつつ、制度の利
用開始まで生活状況を確認し、見守り対
応を継続する。
・成年後見制度についてのチラシ配布や
出前講座等を行い、成年後見制度の普及
活動を行う。
・研修会や出前講座で市民に情報提供
し、必要時には専門機関と連携してス
ムーズに支援できるよう取り次ぐ。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・成年後見申立支援に係る相談につい
て、社会福祉士間で十分に共有した上
で、支援を行っていた。
・成年後見制度について、社会福祉協議
会内での内部研修の実施や出前講座の実
施や動画配信などを通じた普及啓発活動
を行っていた。

3)消費者被害の防止 ・消費者被害の動向を把握してい
る。
・消費生活相談ルームや警察等との
連携を行っている。
・市と連携し、地域の高齢者や関係
機関に消費者被害に関する啓発活動
を行っている。 3

・消費者被害安全確保地域協議会に参加
し、特殊詐欺の傾向や被害状況を把握し
た。
・「特殊詐欺あれこれ情報」を民生児童委
員連絡協議会及び出前講座で配布した。
（※150部配布）
・出前講座等では実際に市内で起こった事
例を紹介し、啓発を行った。
・市民の詐欺被害、未遂等を把握した時に
は、消費生活相談ルームに共有する等、消
費生活相談ルーム相談員と連携し対応して
いる。

＜課題＞
・全国的な傾向同様、高齢者を狙った特
殊詐欺被害が圧倒的に多い。

＜今後の取組＞
・消費者被害安全確保地域協議会の構成
員として特殊詐欺の手口を理解して被害
を未然に防止するほか、関係機関と連携
し、被害拡大防止に取り組む。
・出前講座等を通して事例を紹介すると
ともに、チラシ配布による啓発を行う。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・構成員として参加する消費者被害安全
確保地域協議会で消費者被害の動向につ
いて、把握した情報をもとに民生児童委
員連絡協議会や出前講座、警察と連携し
た介護支援専門員向けの研修会等を通じ
て広く啓発ができていた。
・市民の詐欺被害に関する情報を把握し
た際は、消費生活相談ルームと連携しな
がら適切な対応ができていた。

4)老人福祉施設等への
措置の支援

・市が行う老人福祉施設等への措置
の支援として、適宜訪問調査による
事実確認等を行っている。

3

・虐待や困難ケース発生時は、市役所との
連携の中で措置の支援も検討しながら面談
等によって意向を確認しつつ、迅速な対応
を行った。

＜今後の取組＞
・市と協力して本人・家族への聞き取り
や関係機関等からの情報収集を行う。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・令和6年度中の措置はなかったが、虐
待や支援困難事例について、市と連携し
ながら本人や関係機関等への訪問による
聞取りなどを通じた速やかな事実確認が
できていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

5)困難事例への対応 ・困難事例の情報共有を行い、対応
終了後に事例のふり返りを行ってい
る。
・解決にむけて関係機関と連携して
いる。また、その関係性を継続する
ための取組を行っている。 3

・3専門職でケースを協議し、問題解決を
図っている。
・社会福祉士のミーティングを通して事例
検討を行うことで今後の対応に活かしてい
る。
・ケースに進捗があれば、その都度、家族
や関係機関で共有し、方向性や目標を確認
しながら対応した。

＜課題＞
・重層的な問題を抱えているまたは支援
拒否の利用者や家族からの相談があり、
社会福祉協議会内のみでは対応が難し
く、長期的な支援が必要になることがあ
る。

＜今後の取組＞
・関係機関や行政、地域住民、法律の専
門家と連携し、情報整理を行った上で問
題解決を図っていく。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・困難事例について、専門職内で問題解
決に向けて対応にあたっていた。
・社会福祉士間ミーテイングで情報共有
や事例検討を密に行っていた。

6)研修会や出前講座の
開催

・介護保険事業所職員や市民等を対
象とした高齢者権利擁護にかかる研
修会や出前講座を開催している。
[依頼に応じて実施]
※事前に市へ研修会や講座内容を提
出する。

3

・介護保険事業所職員に対する高齢者虐待
防止研修会を市と連携して開催した。（年
1回）
・高齢者権利擁護に関する出前講座を実施
した。（年6回）
・高齢者支援に携わる職員及びサービス事
業所向けに消費者被害防止に関する研修会
を開催した。

<課題>
・出前講座の周知不足があるため、セン
ターから地域に働きかける必要がある。

<今後の取組>
・地区民協等で出前講座を紹介し、権利
擁護への関心を高め、ニーズに応じた情
報提供を行う取り組みがあることを共有
する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・市と連携した介護保険事業所職員に対
する高齢者虐待防止研修会や、出前講座
の実施に留まらず、消費者被害防止を目
的とした研修会を高齢者支援に携わる職
員及びサービス事業所向けに開催し、権
利擁護に係る啓発ができていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

1)包括的・継続的なケ
ア体制の構築

・医療機関や介護保険事業所等との
連携体制を構築している。
・様々な社会資源を活用できるよう
地域の連携・協力体制の整備を図っ
ている。
・介護保険事業所職員や市民を対象
とする研修会や出前講座について、
計画書を市へ提出し、開催してい
る。
[研修会：年2回以上]
※事前に市へ研修計画書を提出す
る。

3

・主任介護支援専門員を対象に精神科医、
精神科病院医療ソーシャルワーカー、茨木
保健所などとの対面形式での研修を実施し
た。研修後に、気になるケースについての
相談を行うなど、個別相談を通じ、顔の見
える関係づくりを進めた。
・経験年数が浅い介護支援専門員対象に、
少人数で介護予防プラン作成に係る研修会
を2回実施した。
・出前講座にて介護保険制度の説明を行っ
た。

[研修会開催の回数：年5回]
[出前講座開催の回数：1回]

＜課題＞
・医療機関と介護保険事業所との連携に
向けた具体的な取組については、個別に
対応は行っているものの、情報共有が十
分ではない。

＜今後の取組＞
・高齢者の口腔機能の低下を早期に発見
し全身の健康やQOLの維持、向上を目的に
市民対象に「オーラルフレイル研修会」
を開催する。
・アンケートにより主任介護支援専門員
からの希望が多くあった「カスタマーハ
ラスメント研修会」を開催する。
・高齢障害者事例検討会を継続開催し障
害福祉担当者との連携を図る。
・引き続き、市内の介護支援専門員を対
象に少人数の介護予防プラン研修を行
い、予防ケアプラン作成の理解を深め
る。

4

○設定する評価指標以上に業務ができて
いる。
・医療や障害分野とのネットワークの構
築や市民向け研修会など多数開催してお
り、一定指標以上の取組が行えている。

2)地域における介護支
援専門員のネットワー
クの活用

・主任介護支援専門員間の連携を図
るとともに、ケアマネジャー部会の
支援を行っている。
[主任介護支援専門員連絡会開催の回
数：年1回以上]

3

・主任介護支援専門員連絡会研修会として
精神科の医師、医療ソーシャルワーカー、
茨木保健所精神チーム職員を講師に「精神
疾患のある高齢者の支援研修会」を開催し
た。
・主任介護支援専門員との連携が図れるよ
うに連絡会を開催し、主任介護支援専門員
の希望する研修会や活動についての意見を
収集した。
・ケアマネジャー部会の支援として内容検
討、介護支援専門員間の連絡調整、情報提
供等の実施を行った。

[主任介護支援専門員連絡会開催の回数：
年１回]

<今後の取組＞
・主任介護支援専門員間での連携、スキ
ルアップが図れるよう主任介護支援専門
員連絡会を引き続き開催する。
・主任介護支援専門員の希望に沿った研
修会として「カスタマーハラスメント研
修会」と主任介護支援専門員間での「オ
ンラインミーティング」の開催を行う。 3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・主任介護支援専門員の連携促進のた
め、主任介護支援専門員連絡会を開催し
ニーズの把握に努めており、ケアマネ
ジャー部会の運営支援に取り組むことが
できていた。

3)介護支援専門員に対
する個別支援

上記の「6．介護支援専門員に対する
支援・指導」に記載。 ― ― ― ― ―
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

上記の「7．地域ケア会議の運営」に
記載。 ― ― ― ― ―

・「在宅医療・介護連携推進事業」
企画会議に参画し、センターの役割
を発揮している。
・在宅医療・介護連携推進のための
多職種連携研修会に参画している。

3

・「在宅医療・介護連携推進事業」企画会
議に参画し地域の介護支援専門員の状況や
意見を伝えている。介護支援専門員が困難
と感じる課題を共有している。
多職種連携研修会に参画し研修会にも参加
した。
・医療介護連携シート、ケアマネシールの
活用を積極的に行った。

＜今後の取組＞
・引き続き「在宅医療・介護連携推進事
業」企画会議に参画し、地域の介護支援
専門員の声を伝える。
・医療介護連携シート、ケアマネシール
の積極的活用を継続する。 3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・「在宅医療・介護連携推進事業」企画
会議にて、介護現場の実態や課題を踏ま
え、多職種連携を要する現場の調整役と
しての視点から意見を述べるなど会議に
参画していた。
・多職種連携研修会ではグループ検討に
積極的に参加することができていた。

・生活支援コーディネーターと連携
を図っている。
・暮らしの応援協議会（協議体）に
参画している。

3

・生活支援コーディネーター、社会福祉協
議会訪問介護、地域福祉課、コミュニティ
ソーシャルワーカーと月１回の社会福祉協
議会係長会議にて重層的支援体制整備事業
や買い物支援の検討等の情報共有を図っ
た。また「よりそいクラブ」の活動報告書
を閲覧し、センターからの依頼後の活動状
況等の確認を行った。
・暮らしの応援協議会は開催がなかった。

＜今後の取組＞
・引き続き、社会福祉協議会内の連携を
密に図り情報共有する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・関係職種で構成される社会福祉協議会
係長会議にて、各々の取組情報を共有す
ることで、必要時に連携して対応できる
体制づくりにつなげている。
・「よりそいクラブ」の活動報告を受け
るだけでなく、依頼者が抱える課題が適
切に解決されているか、その後の活動状
況等についても確認を行い、アフタフォ
ローがしっかりと実施されていた。

⑤地域ケア会議推進業務

⑥在宅医療・介護連携推
進業務

⑦生活支援体制整備業務
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評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

一般介護予防事業

1)介護予防講座の普
及・啓発

・介護予防講座を開催し、介護予防
の普及・啓発を図っている。
[介護予防講座の開催：年1回以上］
[市主催介護予防講座への協力]

3

・市民を対象に、「元気と笑顔を作る！体
を動かす健康講座」を開催した。
・介護の日イベントで、センターの周知と
合わせて社会参加を促すステージを実施し
た。
・市主催介護予防講座への協力体制は整え
ていたが、令和6年度は依頼が無かったた
め、実施には至らなかった。

＜課題＞
・必要に応じて柔軟に対応できるよう、
関係機関との連携の機会を逃さないよう
努める必要がある。

＜今後の取組＞
・オーラルフレイルをテーマとした介護
予防講座を開催予定。
・市主催介護予防講座へ協力する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・研修会やイベントなど、さまざまな機
会を捉えた普及・啓発ができていた。
・高齢者の関心ごとなど、実情を勘案し
ながら介護予防講座のテーマを企画する
ことができている。
・市主催の介護予防講座については、実
施規模を縮小したため、地域包括支援セ
ンターへの協力依頼には至らなかった
が、認知症予防市民公開講座の運営に協
力するなど、介護予防の普及・啓発にお
いて一定の基準を満たしていると評価で
きる

2)介護予防講座自主グ
ループ化への支援

・「はつらつ元気でまっせ講座」に
積極的に参画し自主グループ化への
支援を行うとともに、すべての受講
者に健康づくりグループへの加入促
進を行っている。
　[健康づくりグループへの加入実
績］

3

・地区民協にて、はつらつ元気でまっせ講
座の啓発を実施した。新たに2グループの
講座申し込みがあった。
・はつらつ元気でまっせ講座に申し込みが
あった2グループに訪問した。2グループと
も健康づくりグループに加入済みであっ
た。

＜今後の取組＞
・引き続き、はつらつ元気でまっせ講座
への参画を行う。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・加入済みグループではあったが、保健
センターと連携のもと、はつらつ元気で
まっせ講座でのグループ支援を行うこと
ができていた。

3)「せっついきいき健
康づくりグループ」メ
ンバー、老人クラブ、
民生児童委員等への支
援

・「せっついきいき健康づくりグ
ループ」メンバー、老人クラブ、民
生児童委員等、地域で活動する組織
に働きかけ、介護予防活動を活発に
行えるよう、支援している。(出前講
座等)

3

・社会参加促進、フレイル予防をテーマと
したリーフレットを作成し、老人クラブ・
地区民協・リハサロン・つどい場・自治会
などへ出前講座を実施した。

[支援の件数：年14件]

＜課題＞
・より多くの組織メンバーに周知できる
よう出前講座に限らない活動を展開して
いく必要がある。

＜今後の取組＞
・オーラルフレイルをテーマとした活動
を展開する。
・メールや老人クラブの広報紙「摂津な
ごみ」を活用した情報発信を行う。
・アンケートを実施し、介護予防活動の
出前講座に対するニーズ把握を行う。

4

○設定する評価指標以上に業務ができて
いる。
・健康づくりグループ等の団体や出前講
座、各種団体に対するリーフレットを用
いた啓発活動など、積極的に介護予防に
関する周知ができていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

4)「せっついきいき健
康づくりグループ」へ
の支援

・「せっついきいき健康づくりグ
ループ」が継続して活動できるよ
う、支援している。

3

・健康づくりグループの会議や関係機関と
の打ち合わせを開催した。
（会議8回、打ち合わせ2回）
・健康づくりグループ全体へアンケートを
実施し、全グループの意見を発表会等の運
営に反映できるよう調整した。
・11月に文化ホールにて発表会を開催し
た。コロナ禍以後、参加者より「文化ホー
ルでの発表会が活動のモチベーションと
なっている」という意見がよせられてい
る。
・社協ニュースに健康づくりグループの記
事を掲載した。

＜課題＞
・健康づくりグループの加入者数が減少
している。

＜今後の取組＞
・発表会の開催を中心として、グループ
同士の交流を深め、活動を活発にするた
めの支援を続けていく。
・健康づくりグループへの加入促進のた
めに、社協ニュースや市広報を活用した
啓発活動を実施する。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・地域での介護予防の場づくりとして、
健康づくりグループの会議や発表会の開
催支援を行い、活動意欲の向上につなげ
ることができていた。

5)介護保険サービスを
利用していない要支援
認定者へのアプローチ

・要支援認定者が通所型サービスCや
高齢者通いの場（委託型つどい場、
補助型つどい場、街かどデイハウ
ス）の利用につながるよう、アプ
ローチしている。

3

・月に1度、市、保健センター、センター
の3者で介護予防会議を開催した。
・対象となる可能性がある53名にセンター
がアプローチし、18名を通所型サービスC
の利用につなげた。
・ふれあいの里での通所型サービスC開始
と合わせて、センター主催の介護予防講座
で市民へ通所型サービスCの啓発を行っ
た。
・センターが担当する介護保険サービス利
用者の中で、地域リハビリテーション活動
支援事業の活用によって介護予防につなが
るケースを介護予防会議で検討。会議に
て、対象ケースを抽出し、センター全体で
対応できるよう調整した。課内ミーティン
グを通じた勉強会や個別の声かけなどの後
方支援をした。

＜課題＞
・通所Cの利用者数は年々増加している
が、センターで担当している利用者が多
い（約9割を担当）。地域全体での活用促
進に向けて関係機関と連携を強化する必
要がある。

＜今後の取組＞
・ケアマネ部会にて、地域リハビリテー
ション活動支援事業についての研修会を
開催し、情報共有や意見交換を行う。
・センター全体で地域リハビリテーショ
ン活動支援事業の活用が円滑に行えるよ
う引き続き後方支援を行う。

4

○設定する評価指標以上に業務ができて
いる。
・介護予防会議で通所型サービスCの利
用につながる可能性がある要支援認定者
について協議し、アプローチができてお
り、通所型サービスCの利用件数が増加
した。また、関係者等への啓発について
も同会議で検討し、介護予防講座での市
民周知のほか、職員向けの勉強会個別の
声かけなど様々な機会を捉えた啓発活動
ができていた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

介護予防ケアマネジメント・指定介護予防支援事業

自立支援に向けたケア
マネジメント

上記の「5．介護予防ケアマネジメン
ト」に記載。 ― ― ― ― ―

直営担当件数 ・3専門職種、介護支援専門員のそれ
ぞれにおいて、職員の直営担当件数
に偏りがなく、適正な件数となって
いる。
[3専門職種の1か月あたりの直営担当
件数：標準10件]
[介護支援専門員の1か月あたりの直
営担当件数：40件以上] 4

・3専門職種、介護支援専門員それぞれの
直営担当件数に偏りが無いように確認し
た。
・短時間就労の登録型介護支援専門員を4
名雇用（令和6年12月からは3名）し、3専
門職種が担当しているケースを移行してい
るが、利用者の状態変化によりケースの変
動もある。
・新規依頼件数が増加。直営の割合が多く
なっている。

[3専門職種　　　　18.38件/月]
[介護支援専門員　　44.5件/月]

＜課題＞
・委託先の介護支援専門員の退職等によ
り委託先よりセンターに戻ってくる件数
が多い。また新規対応件数も増えてお
り、センターの直営件数、3専門職種の対
応件数が増えている。
・ケアプラン作成依頼を受け、担当介護
支援専門員を調整するまでに時間を要す
ることがある。

＜今後の取組＞
・緊急性を確認しながら対応を行う。
・介護支援専門員の増員を図り、三専門
職の負担が軽減されるように取り組む。

4

○設定する評価指標以上に業務ができて
いる。
・センター直営担当件数が増加する中、
登録型介護支援専門員などの人材確保に
より、直営担当件数の適正件数維持に努
めている。
・センター直営担当件数、3専門職種の
プラン件数が増加しているため、ICTを
活用したケアマネジメントの業務効率化
の推進等、市としても業務負担軽減に向
けた支援を行う必要がある。

委託の適正化 ・委託先の指定居宅介護支援事業所
が作成する介護予防サービス計画の
原案が適切に作成されているか内容
の妥当性等について確認している。

3

・委託先から提出された介護予防サービス
計画の原案は受付時に窓口対応の職員が
チェックし、不備等があれば担当職員が１
か月以内に委託先の介護支援専門員に連絡
するよう努めている。

＜課題＞
・要支援認定者数の増加により対応に時
間を要している。
・悪性腫瘍、認知症等で要支援認定を受
け、委託先の居宅介護支援事業所での対
応が望ましいと思われる場合も委託先が
見つからない。

＜今後の取組＞
・つながりネットを活用し、委託可能な
居宅介護支援事業所を確認する。
・要支援、事業対象者の状況を確認しな
がら対応の調整を行う。
・要支援からの区分変更や暫定利用等で
引き継ぐ介護支援専門員ーが見つからな
い場合はセルフプランにて対応する。
・委託先に新たに入職された介護支援専
門員に対し小規模の研修会を開催し、介
護予防ケアプラン作成のスキルアップを
図る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・介護予防サービス計画原案の妥当性に
ついて、原案受付時の内容確認ほか、必
要に応じて介護支援専門員に確認し、介
護予防サービス計画の質を維持できるよ
う取り組んでいた。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

・委託先の指定居宅介護支援事業所
が評価を行った際に、評価の内容に
ついて確認し、今後の指定介護予防
支援の方針等を決定している。

3

・委託先介護支援専門員から提出された評
価、支援経過、今後の方針等を確認し、包
括職員がコメントを記入した。また、気に
なるケースについては担当の介護支援専門
員とコミュニケーションを図り、支援経過
を確認した上で、適切な支援を提案するな
ど協議を行い、方針を決定した。

＜今後の取組＞
委託先に新たに入職された介護支援専門
員に対し小規模の研修会を開催し、介護
予防ケアプラン作成のスキルアップを図
る。

3

○設定する評価指標は一定満たすことが
できている。
・支援内容の見直しが必要な場合は、コ
メントだけでなく、介護支援専門員との
コミュニケーションを促進し、利用者の
状況に応じた適切な評価につなげてい
た。
・「今後の取組」に記載の通り、介護予
防ケアプラン作成に係るスキルアップは
重要であり、適切な評価や計画見直しの
ポイントなど、自立支援の重要性につい
て理解促進につなげていただきたい。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

●「令和６年度認知症総合支援業務委託仕様書」に基づくもの●

認知症総合支援業務 ・「認知症支援プロジェクトチー
ム」の事務局として、会議を開催
し、運営を行っている。
・認知症に係る地域のネットワーク
の構築、認知症の方及びその家族に
対する支援、認知症に係る正しい理
解の普及及び啓発などの企画及び事
業の運営を行っている。

4

・認知症支援プロジェクト会議の開催回
数：定例会議6回。市担当者との打ち合わ
せ12回。
・認知症本人交流会を隔月で定期開催6
回。
・市が主催する認知症サポーター養成講座
の小学生向け講座及びステップアップ講座
について、企画段階から協力した。
・認知症サポーター・ステップアップ講座
修了者への活動の場等の情報発信として通
信発行に取り組んだ　2回。
ステップアップ講座修了者に活動参加を促
し、2名が認知症本人交流会でのボラン
ティア活動につながった。
・「認知症ひとり歩き声かけ模擬訓練」を
市内2か所（鳥飼東・千里丘小学校区）で
開催した。
・図書館と連携して認知症啓発のための月
間展示（9月）を市民図書館及び鳥飼図書
センターで実施した。
・認知症カフェ等情報交換会を１回開催
し、情報交換や活動を継続する上での運営
者間の連携強化を図った。

＜課題＞
・認知症本人交流会の開催場所が遠方で
ある等のため参加が難しいという意見も
あり、開催場所の拡充等を検討する必要
がある。
・認知症サポーター・ステップアップ講
座修了者または、既に認知症の方への支
援活動に携わる市民等と意思疎通を図
り、認知症の方を起点とした取組の基盤
整備につなげていく必要がある。

＜今後の取組み＞
・認知症本人交流会の開催場所の拡充等
を検討し、本人を起点とした取組を進め
る。
・認知症サポーター・ステップアップ講
座修了者への活動の場等の情報発信や個
別での意思疎通を図ることで、認知症の
方及びその家族に対する支援につながる
よう事業の運営を行う。

4

○市が求める評価指標以上に満たすこと
ができている。
・プロジェクトチームの活動について、
役割分担や活動内容を工夫しチーム員が
主体的に活動できるよう、促すことがで
きていた。
・定例の認知症支援プロジェクト会議を
開催しただけでなく、チームオレンジ設
置に向けて、新たにステップアップ講座
の実施協力、活動場所の支援につながる
取組を実施している。
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自己
評価

評価理由 課題と今後の取組
市
評価

市コメント

市記入欄

評価項目 評価の指標

地域包括支援センター記入欄

・総合相談において認知症の相談を
受けている。
[認知症に関する相談件数］
・訪問対象者に該当した際、認知症
初期集中支援チームとして支援を
行っている。
[認知症初期集中支援チームへの相談
件数］
[認知症初期集中支援チームで介入し
た件数]
[認知症初期集中支援チームの介入
後、医療・介護につながった件数]

4

・総合相談において認知症の相談対応を
行った。

［認知症に関する相談件数…293件］
［認知症初期集中支援チームへの相談件数
14件］
・認知症の相談対応で、医療機関の紹介や
受診勧奨等を行うが、医療機関につながら
ないケースをチーム員で情報共有し、対象
者の早期把握や迅速対応に努めた。

［認知症初期集中支援チームで介入した件
数　10件］
・定例会議を5回開催した。
・初動期間（把握から初回訪問日までの
日数）は平均10.1日であった。
・チームの介入で医療・介護サービス両
方、またはどちらかにつながった割合は
80％（全8件）であり、認知症施策推進大
綱KPI（重要業績評価指標）/目標の65％を
達成できた。
・通院での受診を拒否する場合が多く、サ
ポート医等の往診での対応が医療・介護
サービス導入の起点になる傾向があり、サ
ポート医をはじめ往診や訪問診療の対応に
ついて相談できる医療機関との連携強化を
図った。

＜課題＞
・チーム活動に関して一般市民の認知度
が低いとサポート医から指摘があり、情
報発信の仕方を工夫する必要がある。
・医療・介護サービス導入から、継続的
に各サービスにつながり安定的に生活で
きるケースは少なく、導入後の関係機関
との連携強化や丁寧な関わりが必要。

＜今後の取組＞
・相談窓口やチーム活動に関する情報発
信の工夫として、インターネット上で情
報にアクセスしやすい環境を整えること
や、地域活動の場で機会を得て周知す
る。
・医療・介護サービス両方、またはどち
らかにつながる割合（65％以上）を維持
できるよう、医療機関や関係機関と連携
を図り対応する。

4

○市が求める評価指標以上に満たすこと
ができている。
・総合相談で受け付けたケースであって
も、必要に応じて初期集中支援チームで
の対応に円滑に移行し、早期に介入がで
きていた。
・丁寧な訪問やサポート医の介入で介護
申請につなげ、チームとして支援をする
ことができていた。
・増加する相談件数、支援件数に対し、
迅速に対応し、チームの介入で医療・介
護サービス両方、またはどちらかにつな
がった割合が認知症施策推進大綱KPI
（重要業績評価指標）/目標を達成して
いる。

3.09 3.26
/4 /4

平均値 平均値
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